
平成 13年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 12年 11月 7日

上   場   会   社   名       上場取引所 東 大

コード番号       7949 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役経理部長 石川県

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　鈴 木 裕 文 TEL (0761) 21 - 3131
中間決算取締役会開催日　　平成 12年 11月 7日 中間配当制度の有無　　有
中間配当支払開始日　　      平成 12年 12月 8日

１. 12年 9月中間期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）
(1)経営成績

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 9,457 4.8 885 23.4 938 16.0
11年 9月中間期 9,021 △ 0.7 717 △ 10.8 809 1.8
12年 3月期 19,526 1,587 1,661

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭
12年 9月中間期 444 4.0 40.77
11年 9月中間期 427 △ 1.6 39.21
12年 3月期 917 84.18
(注)①期中平均株式数    12年 9月中間期 10,903,240 株   11年 9月中間期 10,903,240 株   12年 3月期 10,903,240 株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）12年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当           -  円     銭

12年 9月中間期 10.00 －    特別配当           -  円     銭

11年 9月中間期 10.00 －
12年 3月期 － 22.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 20,922 17,956 85.8 1,646.86
11年 9月中間期 21,372 17,260 80.8 1,583.03
12年 3月期 20,538 17,642 85.9 1,618.13
(注)期末発行済株式数    12年 9月中間期 10,903,240 株   11年 9月中間期 10,903,240 株   12年 3月期 10,903,240 株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 20,500 1,900 934 10.00 20.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   85 円 66 銭 

　

－１６－



－１７－

比 較 貸 借 対 照 表

（百万円未満切捨）

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前 事 業 年 度 の
要 約 貸 借 対 照 表

(平成 12 年 9 月 30 日現在) (平成 11 年 9 月 30 日現在) (平成 12 年 3 月 31 日現在)

期　別

科　目 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

（　資　産　の　部　） ％ ％ ％

Ⅰ　流　動　資　産

　１．現 金 及 び 預 金 ３，７０５ ５，１３６ ２，５８８

　２．受 取 手 形 ３，７４４ ３，７２６ ４，２４８

　３．売 掛 金 ２，８９５ ２，６４９ ３，４９７

　４．有 価 証 券 １５０ ４１８ ４４７

　５．棚 卸 資 産 ２，２８２ １，６４４ １，７７８

　６．繰 延 税 金 資 産 ９６ － ７７

　７．そ の 他 ３９９ ２２１ ４４９

　８．貸 倒 引 当 金 △ ４１ △ ３０ △ ４０

流 動 資 産 合 計 １３，２３１ ６３．２ １３，７６４ ６４．４ １３，０４７ ６３．５

Ⅱ　固　定　資　産

　１．有 形 固 定 資 産

　　（１）建　　　物 １，３９６ １，５０２ １，４４７

　　（２）土　　　地 ２，２６６ ２，２６６ ２，２６６

　　（３）そ　の　他 ５５３ ５５７ ５５８

有形固定資産合計 ４，２１６ ２０．２ ４，３２６ ２０．３ ４，２７１ ２０．８

　２．無 形 固 定 資 産 ２８３ １．４ ２４２ １．１ ２５１ １．２

　３．投資その他の資産

　　（１）保険積立金 ２，０４１ １，９３４ １，９３５

　　（２）そ　の　他 １，３１５ １，２３３ １，１６５

　　（３）貸倒引当金 △ １６６ △ １２９ △ １３４

投資その他の資産合計 ３，１９０ １５．２ ３，０３８ １４．２ ２，９６７ １４．５

固 定 資 産 合 計 ７，６９０ ３６．８ ７，６０７ ３５．６ ７，４９０ ３６．５

資 産 合 計 ２０，９２２ １００．０ ２１，３７２ １００．０ ２０，５３８ １００．０



－１８－

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前 事 業 年 度 の
要 約 貸 借 対 照 表

(平成 12 年 9 月 30 日現在) (平成 11 年 9 月 30 日現在) (平成 12 年 3 月 31 日現在)

期　別

科　目 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

（　負　債　の　部　） ％ ％ ％

Ⅰ　流　動　負　債

　１．支 払 手 形 － １，６６３ －

　２．買 掛 金 １，２２８ １，０８３ １，３８８

　３．未 払 金 ４１５ ３７０ ４１５

　４．未 払 法 人 税 等 ４４６ ３９１ ３７６

　５．賞 与 引 当 金 ２８０ ２６８ ２４２

　６．そ の 他 ５２５ ３３４ ４１３

流 動 負 債 合 計 ２，８９４ １３．８ ４，１１１ １９．２ ２，８３５ １３．８

Ⅱ　固　定　負　債

　１．退職給付引当金 ７１ － －

　２．そ の 他 － － ５９

　 固 定 負 債 合 計 ７１ ０．４ － － ５９ ０．３

負 債 合 計 ２，９６６ １４．２ ４，１１１ １９．２ ２，８９５ １４．１

（　資　本　の　部　）

Ⅰ　資　　本　　金 ３，０９９ １４．８ ３，０９９ １４．５ ３，０９９ １５．１

Ⅱ  資 本 準 備 金 ３，０３１ １４．５ ３，０３１ １４．２ ３，０３１ １４．８

Ⅲ  利 益 準 備 金 ２７１ １．３ ２３９ １．１ ２５０ １．２

Ⅳ　その他の剰余金

　１．任 意 積 立 金 １０，８９１ １０，３３８ １０，２７５

　２．中間(当期)未処分利益 ６３２ ５５０ ９８５

その他の剰余金合計 １１，５２３ ５５．１ １０，８８８ ５１．０ １１，２６０ ５４．８

Ⅴ　その他有価証券評価差額金 ２９ ０．１ － － － －

資 本 合 計 １７，９５６ ８５．８ １７，２６０ ８０．８ １７，６４２ ８５．９

負 債 資 本 合 計 ２０，９２２ １００．０ ２１，３７２ １００．０ ２０，５３８ １００．０
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比 較 中 間 損 益 計 算 書

（百万円未満切捨）

当 中 間 会 計 期 間 前中間会計期間 前 事 業 年 度 の
要 約 損 益 計 算 書

自平成 12 年 4 月 1 日

至平成 12 年 9 月 30 日

自平成 11 年 4 月 1 日

至平成 11 年 9 月 30 日

自平成 11 年 4 月 1 日

至平成 12 年 3 月 31 日

期　　別

科　　目
金　額 百分比 金　額 百分比 金　額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ 売 上 高 ９，４５７ １００．０ ９，０２１ １００．０ １９，５２６ １００．０

Ⅱ 売 上 原 価 ６，３５９ ６７．３ ６，１８９ ６８．６ １３，６４４ ６９．９

売 上 総 利 益 ３，０９７ ３２．８ ２，８３２ ３１．４ ５，８８１ ３０．１

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ２，２１２ ２３．４ ２，１１４ ２３．５ ４，２９４ ２２．０

営 業 利 益 ８８５ ９．４ ７１７ ７．９ １，５８７ ８．１

Ⅳ 営 業 外 収 益 ７６ ０．８ ９７ １．１ １５５ ０．８

Ⅴ 営 業 外 費 用 ２３ ０．２ ６ ０．０ ８１ ０．４

経 常 利 益 ９３８ ９．９ ８０９ ９．０ １，６６１ ８．５

Ⅵ 特 別 利 益 － － ２５ ０．２ － －

Ⅶ 特 別 損 失 １４０ １．５ ０ ０．０ １ ０．０

税引前中間(当期)純利益 ７９７ ８．４ ８３４ ９．２ １，６５９ ８．５

法人税､住民税及び事業税 ４５５ ４．８ ４０７ ４．５ ７５９ ３．９

法 人 税 等 調 整 額 △ １０１ １．１ － － △ １６ ０．１

中間 (当期 )純利益 ４４４ ４．７ ４２７ ４．７ ９１７ ４．７

前 期 繰 越 利 益 １７７ １２２ １２２

合併引継未処分利益 １０ － －

過年度税効果調整額 － － １

税効果会計適用に伴う固
定資産圧縮積立金取崩額 － － ６３

中 間 配 当 額 － － １０８

中間配当に伴う利益準備
金 積 立 額 － － １０

中間（当期）未処分利益 ６３２ ５５０ ９８５



－２０－

中間財務諸表作成の基本となる事項

１． 資産の評価基準及び評価方法

（１） 棚卸資産
製品、仕掛品及び未成工事　　　　　個別法による原価法

原　材　料　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法
貯　蔵　品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法

（２）有価証券

① 子会社株式    ・・・ 移動平均法による原価法
② その他有価証券

時価のあるもの ・・・ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの ・・・ 移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産         ・・・ 定率法

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）に
ついては定額法

無 形 固 定 資 産         ・・・ 定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法

３．引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

ハ．退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。なお、会計基準変更
時差異（１３６百万円）については、適用初年度に一括して（当中間会計期間はその２分の１）を

費用処理しております。

４．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．消費税等の会計処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。



－２１－

 　

（１株当たりの配当金内訳）
当 中 間 期 前 中 間 期 前 期
（中間配当） （中間配当） （年間配当）

普通（旧）株式 円　　　銭 円　　　銭 円　　　銭
（内訳） １０　　００ １０　　００ ２２　　００
記念配当 － － ２　　００
特別配当 － － －

 
 （追加情報）
 
 ＜金融商品会計＞
当中間連結会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会　平成１１年１月２２日））を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった
場合に比べ、経常利益は１４百万円多く、税引前中間純利益は４２百万円少なく計上されております。

 また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、１年以内に満期の到来する有価証券は流動資
産として、それ以外のものは投資有価証券として表示しております。これにより、流動資産の有価証券は
２９７百万円減少し、投資有価証券は同額増加しております。

＜退職給付会計＞
 当中間会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業
会計審議会　平成１０年６月１６日））を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合
に比べ、退職給付費用が３百万円増加し、経常利益は３百万円、税引前中間純利益は７１百万円少なく計
上されております。

 
 （注記事項）
 
＜貸借対照表関係＞　　　　　　　　　　当 中 間 期　　　　　前年中間期　　　　　前　　　期
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円　　　　　　　百万円　　　　　　　百万円
 １．有形固定資産の減価償却累計額　　３，９１９　　　　　３，７４６　　　　　３，８５４
 ２．中間会計期間末日満期手形の処理
中間会計期間末日満期手形は、満期日をもって決済処理しております。当中間会計期間末日満期手
形は、受取手形  ３６５百万円であります。

 
＜損益計算書関係＞　　　　　　　　　　当 中 間 期　　　　　前年中間期　　　　　前　　　期
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円　　　　　　　百万円　　　　　　　百万円
 １．「法人税、住民税及び事業税」　　　　　　－　　　　　　　　 ８３　　　　　　　　　－
 　　　　　　　　　　　に含まれる事業税
 ２．減価償却実施額        有形固定資産  １０５                １０７               ２２３

 無形固定資産    ２９                  ２９                ６２
 ３．営業外収益のうち主要なもの
受取利息                                ８                  １９                ２９

 ４．営業外費用のうち主要なもの
投資事業組合出資損失                 １９                    －                   －
有価証券評価損                          －                    ３                 ７４

 ５．特別損失のうち主要なもの
ゴルフ会員権評価損                   ４２                    －                   －
退職給付会計基準変更時差異           ６８                    －                   －



－２２－

 

 
＜リース取引関係＞
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記
 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

 （百万円未満切捨）
 機械及び  工具器具

 期　　別
 資　産

 種　類  装　　置  備　　品
 計

  取 得 価 額 相 当 額           ３４５  ３４５  ６９１
平成12年9月中間期  減価償却累計額相当額  ２２２  ２４０  ４６３

 期 末 残 高 相 当 額           １２２  １０５  ２２８
 取 得 価 額 相 当 額           ３６６  ４４８  ８１４

平成11年9月中間期  減価償却累計額相当額  ２００  ２４６  ４４６
 期 末 残 高 相 当 額           １６６  ２０１  ３６７
 取 得 価 額 相 当 額           ３４５  ４０７  ７５３

平成 12 年 3月期  減価償却累計額相当額  １９８  ２５５  ４５４

  期 末 残 高 相 当 額           １４７  １５１  ２９９

 

 　
 

 当 中 間 期　　　　　前年中間期　　　　　前　　　期
２．未経過リース料期末残高相当額 　　　　　百万円　　　　　　　百万円　　　　　　　百万円

 １年以内 　　　　　　　　９９　　　　　　　１４９　　　　　　　１３０
 １ 年 超 　　　　　　　１４０　　　　　　　２３３　　　　　　　１８２
 合　　計 　　　　　　　２４０　　　　　　　３８２　　　　　　　３１３

 
３． 支払リース料減価償却費相当額及び支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料          　　　　　　　７８　　　　　　　　９１　　　　　　　１７７
減価償却費相当額          　　　　　　　７１　　　　　　　　８２　　　　　　　１６０
支 払 利 息 相 当 額          　　　　　　　　５　　　　　　　　　８　　　　　　　　１５

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
減価償却費相当額　・・・　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

おります。
利 息 相 当 額        　・・・　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法については、利息法によっております。

＜デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益＞

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。


